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(57)【要約】　　　（修正有）
【課題】計測値の数やばらつき度合いなどを知ることが
できる超音波診断装置を提供する。
【解決手段】超音波診断装置は、被検体の生体組織に対
する超音波のプッシュパルスの送信と、プッシュパルス
によって生体組織に生じたせん断弾性波を検出するため
の検出用超音波パルスの送信とを制御する送信制御部と
、検出用超音波パルスによるエコー信号に基づいて、せ
ん断弾性波の伝搬速度Ｖｓを算出する計測値算出部と、
被検体の同一の部分における複数の伝搬速度Ｖｓの一覧
表Ｔを表示部６に表示させる画像表示制御部であって、
計測値算出部によって新たに伝搬速度Ｖｓが算出される
度に、この伝搬速度Ｖｓを一覧表Ｔに追加して表示させ
てこの一覧表Ｔを更新することを特徴とする。
【選択図】図１２
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　被検体の生体組織に対する超音波のプッシュパルスの送信と、該プッシュパルスによっ
て前記生体組織に生じたせん断弾性波を検出するための検出用超音波パルスの送信とを制
御する送信制御部と、
　前記検出用超音波パルスによるエコー信号に基づいて、前記生体組織の弾性に関する計
測値を算出する計測値算出部と、
　前記被検体の同一部分における複数の前記計測値の一覧を表示部に表示させる表示制御
部であって、前記検出用超音波パルスによるエコー信号が取得されて前記計測値算出部に
よって新たに前記計測値が算出される度に、前記一覧を更新する表示制御部と、
　を備えることを特徴とする超音波診断装置。
【請求項２】
　前記送信制御部は、所定数の前記計測値が表示されると、前記プッシュパルスの送信と
前記検出用超音波パルスの送信とを停止することを特徴とする請求項１に記載の超音波診
断装置。
【請求項３】
　前記計測値が前記生体組織の弾性を正確に反映している度合を示す評価値を算出する評
価値算出部を備え、
　前記表示制御部は、前記一覧において前記評価値に応じて異なる表示形態で前記計測値
を表示させる
　ことを特徴とする請求項１又は２に記載の超音波診断装置。
【請求項４】
　前記表示制御部は、前記生体組織の弾性を正確に反映している度合が高い順序になるよ
うに、前記一覧において前記計測値を表示させるものであって、新たに得られた前記計測
値について算出された前記評価値を、前記一覧において表示されている前記計測値につい
て算出された前記評価値と比較して、新たに得られた前記計測値を前記一覧に追加して表
示させることを特徴とする請求項１～３のいずれか一項に記載の超音波診断装置。
【請求項５】
　前記表示部に表示された前記計測値を前記一覧において指示する入力を、装置の使用者
が行なう入力部を備え、
　前記表示制御部は、前記入力部によって指示された計測値を前記一覧において消去する
　ことを特徴とする請求項１～４のいずれか一項に記載の超音波診断装置。
【請求項６】
　前記表示部に表示された前記計測値を前記一覧において指示する入力を、装置の使用者
が行なう入力部を備え、
　前記表示制御部は、前記入力部によって指示された計測値を前記一覧において他の計測
値とは異なる表示形態で表示させる
　ことを特徴とする請求項１～４のいずれか一項に記載の超音波診断装置。
【請求項７】
　前記表示部に表示された前記計測値を前記一覧において指示する入力を、装置の使用者
が行なう入力部を備え、
　前記表示制御部は、前記入力部によって指示された計測値の前記一覧における表示位置
を変更する
　ことを特徴とする請求項１～４のいずれか一項に記載の超音波診断装置。
【請求項８】
　前記計測値が前記生体組織の弾性を正確に反映している度合を示す評価値を算出する評
価値算出部を備え、
　前記表示制御部は、前記評価値が所定の基準を満たす前記計測値の一覧を表示させる
　ことを特徴とする請求項１に記載の超音波診断装置。
【請求項９】
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　前記送信制御部は、前記評価値が所定の基準を満たす所定数の前記計測値が表示される
と、前記プッシュパルスの送信と前記検出用超音波パルスの送信とを停止することを特徴
とする請求項８に記載の超音波診断装置。
【請求項１０】
　前記表示制御部は、前記生体組織の弾性を正確に反映している度合が高い順序になるよ
うに、前記一覧において前記評価値が所定の基準を満たす前記計測値を表示させるもので
あって、新たに得られた前記計測値について算出された前記評価値を、前記一覧において
表示されている前記計測値について算出された前記評価値と比較して、新たに得られた前
記計測値を前記一覧に追加して表示させることを特徴とする請求項８又は９に記載の超音
波診断装置。
【請求項１１】
　前記表示制御部は、前記一覧における計測値として、前記計測値算出部によって前記被
検体における同一の部分において得られた複数の前記計測値のうち、前記生体組織の弾性
を正確に反映している度合が高い方から数えて所定数の計測値を表示させることを特徴と
する請求項１に記載の超音波診断装置。
【請求項１２】
　前記計測値が前記生体組織の弾性を正確に反映している度合を示す評価値を算出する評
価値算出部を備え、
　前記表示制御部は、前記計測値算出部によって新たに得られた第一の計測値の前記評価
値と、前記一覧に表示された前記計測値のうち前記生体組織の弾性を正確に反映している
度合が最も低い第二の計測値の前記評価値とを比較し、前記第二の計測値の前記評価値よ
りも前記第一の計測値の前記評価値の方が前記生体組織の弾性を正確に反映している度合
が高い場合、前記第二の計測値に代えて、前記第一の計測値を表示させる
　ことを特徴とする請求項１１に記載の超音波診断装置。
【請求項１３】
　前記表示制御部は、前記生体組織の弾性を正確に反映している度合が高い順序になるよ
うに、前記一覧において前記計測値を表示させるものであって、新たに得られた前記計測
値について算出された前記評価値を、前記一覧において表示されている前記計測値につい
て算出された前記評価値と比較して、新たに得られた前記計測値を前記一覧に追加して表
示させる
　ことを特徴とする請求項１１又は１２に記載の超音波診断装置。
【請求項１４】
　前記被検体の同一部分において得られた複数の前記計測値の統計値を算出する統計値算
出部を備え、
　前記表示制御部は、前記統計値を前記一覧に表示させる
　ことを特徴とする請求項１～１３のいずれか一項に記載の超音波診断装置。
【請求項１５】
　前記表示制御部は、前記計測値が前記生体組織の弾性を正確に反映している度合を示す
評価値を前記一覧に表示させることを特徴とする請求項１～１４のいずれか一項に記載の
超音波診断装置。
【請求項１６】
　前記表示制御部は、前記評価値の統計値を表示させることを特徴とする請求項１５に記
載の超音波診断装置。
【請求項１７】
　前記評価値は、前記生体組織における前記せん断弾性波による前記生体組織の変位の時
間変化の波形に基づいて算出されることを特徴とする請求項１５又は１６に記載の超音波
診断装置。
【請求項１８】
　前記表示制御部は、前記一覧とともに、前記計測値に応じた弾性画像を表示させること
を特徴とする請求項１～１７のいずれか一項に記載の超音波診断装置。
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【請求項１９】
　前記計測値は、前記せん断弾性波の伝搬速度又は該伝搬速度に基づいて算出される弾性
値であることを特徴とする請求項１～１８のいずれか一項に記載の超音波診断装置。
【請求項２０】
　被検体の生体組織に対する超音波のプッシュパルスの送信と、該プッシュパルスによっ
て前記生体組織に生じたせん断弾性波を検出するための検出用超音波パルスの送信とを制
御する送信制御機能と、
　前記検出用超音波パルスによるエコー信号に基づいて、前記生体組織の弾性に関する計
測値を算出する計測値算出機能と、
　前記被検体の同一部分における複数の前記計測値の一覧を表示部に表示させる表示制御
部であって、前記検出用超音波パルスによるエコー信号が取得されて前記計測値算出部に
よって新たに前記計測値が算出される度に、前記一覧を更新する表示制御機能と、
　をプログラムによって実行するプロセッサーを備えることを特徴とする超音波診断装置
。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、超音波のプッシュパルスを送信して生体組織の弾性を計測する超音波診断装
置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　生体組織に対して、超音波プローブから音圧の高い超音波パルス（プッシュパルス）を
送信して、生体組織の弾性を計測する弾性計測手法が知られている（例えば、特許文献１
参照）。より詳細には、プッシュパルスによって生体組織に生じたせん断弾性波（ｓｈｅ
ａｒ　ｗａｖｅ）が検出用超音波パルスによって検出され、前記生体組織の弾性に関する
計測値として、せん断弾性波の伝搬速度や生体組織の弾性値が算出される。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開２０１２－１００９９７号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　ところで、前記生体組織の弾性に関する計測値が、生体組織の弾性を正確に反映してい
ない場合もある。このため、より信頼性が高い計測値を得るため、複数回の計測が行なわ
れ、その中央値などが表示される場合がある。
【０００５】
　しかし、装置の使用者は、計測が行われている時に、現時点で何回計測が行われたのか
不明である。また、装置の使用者が、複数の計測値の各々のばらつき度合いなどを知りた
い場合もある。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　上述の課題を解決するためになされた一の観点の発明は、被検体の生体組織に対する超
音波のプッシュパルスの送信と、該プッシュパルスによって前記生体組織に生じたせん断
弾性波を検出するための検出用超音波パルスの送信とを制御する送信制御部と、前記検出
用超音波パルスによるエコー信号に基づいて、前記生体組織の弾性に関する計測値を算出
する計測値算出部と、前記被検体の同一部分における複数の前記計測値の一覧を表示部に
表示させる表示制御部であって、前記検出用超音波パルスによるエコー信号が取得されて
前記計測値算出部によって新たに前記計測値が算出される度に、前記一覧を更新する表示
制御部と、を備えることを特徴とする超音波診断装置である。
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【発明の効果】
【０００７】
　上記一の観点の発明によれば、前記検出用超音波パルスによるエコー信号が取得され前
記計測値が新たに算出される度に、前記一覧が更新されるので、計測値の数やばらつき度
合いなどを知ることができる。
【図面の簡単な説明】
【０００８】
【図１】本発明の実施の形態の一例である超音波診断装置の概略構成を示すブロック図で
ある。
【図２】エコーデータ処理部の構成を示すブロック図である。
【図３】表示処理部の構成を示すブロック図である。
【図４】弾性画像を有する合成画像と一覧表とが表示された表示部を示す図である。
【図５】第一実施形態の作用を示すフローチャートである。
【図６】Ｂモード画像に関心領域が設定された表示部を示す図である。
【図７】生体組織における二点の一例を示す説明図である。
【図８】図７に示す二点のうちの一方の点における生体組織の変位の時間変化の波形を示
す図である。
【図９】図７に示す二点のうちの他方の点における生体組織の変位の時間変化の波形を示
す図である。
【図１０】図７に示す二点のうちの他方の点における生体組織の変位の時間変化の波形の
他例を示す図である。
【図１１】弾性画像を有する合成画像と一覧表とが表示された表示部を示す図である。
【図１２】一覧表の表示が更新された状態の表示部を示す図である。
【図１３】一覧表に５個の伝搬速度及び評価値が表示された状態の表示部を示す図である
。
【図１４】第一実施形態の第一変形例において、評価値に応じて表示形態が異なる一覧表
が表示された表示部を示す図である。
【図１５】第一実施形態の第二変形例において、評価値が高い順に、伝搬速度、評価値及
びフレーム番号が並んだ一覧表が表示された表示部を示す図である。
【図１６】第一実施形態の第三変形例において、カーソルによる指示を説明する図である
。
【図１７】第一実施形態の第三変形例において、カーソルによって指示された伝搬速度、
評価値及びフレーム番号の表示が消去された状態を示す図である。
【図１８】第二実施形態の作用を示すフローチャートである。
【図１９】第二実施形態において合成画像と一覧表とが表示された表示部を示す図である
。
【図２０】第三実施形態の作用を示すフローチャートである。
【図２１】関心領域内における一部の領域内の計測点についての弾性に関する計測値が算
出される場合の表示部を示す図である。
【図２２】関心部分についての弾性に関する計測値が算出される場合の表示部を示す図で
ある。
【発明を実施するための形態】
【０００９】
　以下、本発明の実施形態について説明する。
（第一実施形態）
　先ず、第一実施形態について説明する。図１に示す超音波診断装置１は、超音波プロー
ブ２、送受信ビームフォーマ３、エコーデータ処理部４、表示処理部５、表示部６、操作
部７、制御部８、記憶部９を備える。
【００１０】
　前記超音波プローブ２は、アレイ状に配置された複数の超音波振動子（図示省略）を有
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して構成され、この超音波振動子によって被検体に対して超音波を送信し、そのエコー信
号を受信する。この超音波プローブ２により、生体組織にせん断弾性波を生じさせるため
の超音波パルス（プッシュパルス）が送信される。また、前記超音波プローブ２により、
せん断弾性波を検出するための検出用超音波パルスが送信され、そのエコー信号が受信さ
れる。
【００１１】
　また、前記超音波プローブ２により、Ｂモード画像を作成するための画像用超音波パル
スが送信され、そのエコー信号が受信される。
【００１２】
　前記送受信ビームフォーマ３は、前記制御部８からの制御信号に基づいて、前記超音波
プローブ２を駆動させて所定の送信パラメータ（ｐａｒａｍｅｔｅｒ）を有する前記各種
の超音波パルスを送信させる（送信制御機能）。また、送受信ビームフォーマ３は、超音
波のエコー信号について、整相加算処理等の信号処理を行なう。前記送受信ビームフォー
マ３及び前記制御部８は、本発明における送信制御部の実施の形態の一例である。また、
前記送信制御機能は、本発明における送信制御機能の実施の形態の一例である。
【００１３】
　前記エコーデータ処理部４は、図２に示すように、Ｂモード処理部４１、計測値算出部
４２、評価値算出部４３及び統計値算出部４４を有する。前記Ｂモード処理部４１は、前
記送受信ビームフォーマ３から出力されたエコーデータに対し、対数圧縮処理、包絡線検
波処理等のＢモード処理を行い、Ｂモードデータを作成する。
【００１４】
　前記計測値算出部４２は、前記送受信ビームフォーマ３から出力されたエコーデータに
基づいて、前記プッシュパルスが送信された前記生体組織の弾性に関する計測値を算出す
る。具体的には、前記計測値算出部４２は、前記計測値として、前記せん断弾性波の伝搬
速度を算出する。より詳細には、前記計測値算出部４２は、前記検出用超音波パルスによ
るエコー信号において検出される前記せん断弾性波の伝搬速度を算出する。
【００１５】
　また、前記計測値算出部４２は、前記計測値として、前記生体組織の弾性値（ヤング率
（Ｐａ：パスカル））を、前記伝搬速度に基づいて算出してもよい。
【００１６】
　前記計測値算出部４２は、本発明における計測値算出部の実施の形態の一例である。ま
た、前記計測値算出機能による計測値の算出機能は、本発明における計測値算出機能の実
施の形態の一例である。
【００１７】
　ちなみに、前記伝搬速度のみが算出され、前記弾性値は必ずしも算出されなくてもよい
。前記伝搬速度のデータ又は前記弾性値のデータを、弾性データと云うものとする。
【００１８】
　前記評価値算出部４３は、前記伝搬速度及び前記弾性値の少なくとも一方が、前記生体
組織の弾性を正確に反映している度合を示す評価値を算出する。詳細は後述する。前記評
価値算出部４３は、本発明における評価値算出部の実施の形態の一例である。
【００１９】
　前記統計値算出部４４は、前記伝搬速度及び前記弾性値の少なくとも一方の統計値を算
出する。統計値には、平均値、中央値、散布度などが含まれる。散布度は、標準偏差、分
散又は変動係数である。
【００２０】
　前記表示処理部５は、図３に示すように、画像表示制御部５１、領域設定部５２を有す
る。前記画像表示制御部５１は、前記Ｂモードデータをスキャンコンバータ（ｓｃａｎ　
ｃｏｎｖｅｒｔｅｒ）によって走査変換してＢモード画像データを作成し、このＢモード
画像データに基づくＢモード画像を前記表示部６に表示させる。また、前記画像表示制御
部５１は、前記弾性データをスキャンコンバータによって走査変換して弾性画像データを
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作成し、この弾性画像データに基づく弾性画像を前記表示部６に表示させる。
【００２１】
　本例では、図４に示すように、前記弾性画像ＥＩは、前記Ｂモード画像ＢＩに設定され
た関心領域Ｒ内に表示される二次元の画像である。前記弾性画像ＥＩは、前記伝搬速度又
は前記弾性値に応じた色を有するカラー（ｃｏｌｏｒ）画像である。前記画像表示制御部
５１は、前記Ｂモード画像データ及び前記弾性画像データを合成して合成画像データを作
成し、この合成画像データに基づく合成画像ＣＩを前記表示部６に表示させる。この合成
画像ＣＩは、Ｂモード画像ＢＩに設定された関心領域Ｒ内に弾性画像ＥＩが表示された画
像である。前記弾性画像ＥＩは、背景のＢモード画像ＢＩが透過する半透明の画像である
。
【００２２】
　前記画像表示制御部５１は、前記合成画像ＣＩとともに、一覧表Ｔを前記表示部に表示
させる。本例では、この一覧表Ｔは、前記伝搬速度及びこの伝搬速度の評価値を含む。詳
細は後述する。前記一覧表Ｔは、本発明における一覧の実施の形態の一例である。また、
前記画像表示制御部５１は、本発明における表示制御部の実施の形態の一例である。また
、前記画像表示制御部５１の機能は、本発明における表示制御機能の実施の形態の一例で
ある。
【００２３】
　前記関心領域Ｒは、前記領域設定部５２によって設定される。より詳細には、前記領域
設定部５２は、装置の使用者による前記操作部７における入力に基づいて、前記関心領域
Ｒを設定する。前記関心領域Ｒは、せん断弾性波が検出される領域であり、この領域にお
いて前記検出用超音波パルスの送受信が行われる。
【００２４】
　前記表示部６は、ＬＣＤ（Ｌｉｑｕｉｄ　Ｃｒｙｓｔａｌ　Ｄｉｓｐｌａｙ）や有機Ｅ
Ｌ（Ｅｌｅｃｔｒｏ－Ｌｕｍｉｎｅｓｃｅｎｃｅ）ディスプレイなどである。前記表示部
６は、本発明における表示部の実施の形態の一例である。
【００２５】
　前記操作部７は、特に図示しないが、装置の使用者が指示や情報を入力するためのキー
ボード（ｋｅｙｂｏａｒｄ）や、トラックボール（ｔｒａｃｋｂａｌｌ）等のポインティ
ングデバイス（ｐｏｉｎｔｉｎｇ　ｄｅｖｉｃｅ）などを含んで構成されている。
【００２６】
　前記制御部８は、ＣＰＵ（Ｃｅｎｔｒａｌ　Ｐｒｏｃｅｓｓｉｎｇ　Ｕｎｉｔ）等のプ
ロセッサーである。この制御部８は、前記記憶部９に記憶されたプログラムを読み出し、
前記超音波診断装置１の各部を制御する。例えば、前記制御部８は、前記記憶部９に記憶
されたプログラムを読み出し、読み出されたプログラムにより、前記送受信ビームフォー
マ３、前記エコーデータ処理部４及び前記表示処理部５の機能を実行させる。
【００２７】
　前記制御部８は、前記送受信ビームフォーマ３の機能のうちの全て、前記エコーデータ
処理部４の機能のうちの全て及び前記表示処理部５の機能のうちの全ての機能をプログラ
ムによって実行してもよいし、一部の機能のみをプログラムによって実行してもよい。前
記制御部８が一部の機能のみを実行する場合、残りの機能は回路等のハードウェアによっ
て実行されてもよい。
【００２８】
　なお、前記送受信ビームフォーマ３、前記エコーデータ処理部４及び前記表示処理部５
の機能は、回路等のハードウェアによって実現されてもよい。
【００２９】
　前記記憶部９は、ＨＤＤ（Ｈａｒｄ　Ｄｉｓｋ　Ｄｒｉｖｅ：ハードディスクドライブ
）や、ＲＡＭ（Ｒａｎｄｏｍ　Ａｃｃｅｓｓ　Ｍｅｍｏｒｙ）やＲＯＭ（Ｒｅａｄ　Ｏｎ
ｌｙ　Ｍｅｍｏｒｙ）等の半導体メモリ（Ｍｅｍｏｒｙ）などである。
【００３０】



(8) JP 2016-67399 A 2016.5.9

10

20

30

40

50

　前記超音波診断装置１は、前記記憶部９として、前記ＨＤＤ、前記ＲＡＭ及び前記ＲＯ
Ｍの全てを有していてもよい。また、前記記憶部９は、ＣＤ（Ｃｏｍｐａｃｔ　Ｄｉｓｋ
）やＤＶＤ（Ｄｉｇｉｔａｌ　Ｖｅｒｓａｔｉｌｅ　Ｄｉｓｋ）などの可搬性の記憶媒体
であってもよい。
【００３１】
　前記制御部８によって実行されるプログラムは、ＨＤＤやＲＯＭなどの非一過性の記憶
媒体に記憶されている。また、前記プログラムは、ＣＤ（Ｃｏｍｐａｃｔ　Ｄｉｓｋ）や
ＤＶＤ（Ｄｉｇｉｔａｌ　Ｖｅｒｓａｔｉｌｅ　Ｄｉｓｋ）などの可搬性を有し非一過性
の記憶媒体に記憶されていてもよい。
【００３２】
　次に、本例の超音波診断装置１の作用について説明する。本例では、Ｎ（Ｎ：２以上の
自然数）回の伝搬速度の計測が行われ、その計測値が表示されるとともに、表示されてい
る計測値の統計値が表示される。ちなみに、一フレームにつき、一回の伝搬速度の計測が
行われる。具体的に、図５のフローチャートに基づいて説明する。
【００３３】
　先ず、ステップＳ１において、装置の使用者は被検体の生体組織に対して前記超音波プ
ローブ２による超音波の送受信を行ない、エコー信号に基づくＢモード画像ＢＩを表示さ
せる。そして、装置の使用者は、前記操作部７において、図６に示すように、前記Ｂモー
ド画像ＢＩに関心領域Ｒを設定する入力を行なう。これにより、前記Ｂモード画像ＢＩに
関心領域Ｒが設定される。この関心領域Ｒは、弾性画像を表示させたい領域に設定される
。
【００３４】
　次に、ステップＳ２では、前記超音波プローブ２からプッシュパルスが送信される。こ
のプッシュパルスは、例えば、装置の使用者が前記操作部７において弾性画像を表示させ
る入力を行なうと送信される。前記プッシュパルスは、例えば前記関心領域Ｒの外側であ
って、ラテラル（ｌａｔｅｒａｌ）方向における前記関心領域Ｒの一端部の近傍に送信さ
れる。
【００３５】
　前記プッシュパルスにより、前記生体組織にせん断弾性波が発生する。前記せん断弾性
波は、前記プッシュパルスから遠ざかる方向へ伝播する。
【００３６】
　次に、ステップＳ３では、少なくとも前記関心領域Ｒの中及び前記関心領域Ｒの輪郭線
上において、前記せん断弾性波を検出するための検出用超音波パルスが送信され、そのエ
コー信号が受信される。前記検出用超音波パルスの送受信は、複数音線について行われる
。
【００３７】
　次に、ステップＳ４では、前記計測値算出部４２は、前記検出用超音波パルスによるエ
コー信号に基づいて、弾性データを作成する。ここでは、この弾性データは、前記せん断
弾性波の伝搬速度のデータである。一フレームにつき、一つの伝搬速度のデータが得られ
る。
【００３８】
　前記弾性データは、前記関心領域Ｒ内において、前記検出用超音波パルスが送受信され
る複数の音線の各々において、複数の計測点について作成される。これら計測点は、例え
ば画素に対応する部分である。
【００３９】
　前記計測値算出部４２は、前記関心領域Ｒ内における前記複数の計測点について伝搬速
度を算出すると、その平均値、すなわち前記関心領域Ｒ内における伝搬速度の平均値を算
出する。前記関心領域Ｒ内における伝搬速度の平均値を、前記関心領域Ｒ内の伝搬速度Ｖ
ｓと云うものとする。
【００４０】
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　ちなみに、関心領域Ｒ内における複数の計測点についての伝搬速度が算出され二次元の
弾性画像が表示される場合、一フレーム分のプッシュパルスの送信と検出用超音波パルス
の送信によって前記伝搬速度を算出することを、一回の弾性計測と云うものとする。
【００４１】
　また、このステップＳ４では、前記評価値算出部４３は、評価値Ｑを算出する。具体的
に説明する。前記計測値算出部４２により、前記計測点の各々において前記せん断弾性波
による生体組織の変位の時間変化が得られる。この変位の時間変化は、前記検出用超音波
パルスによるエコー信号に基づいて得られる。前記評価値算出部４３は、せん断弾性波の
伝播方向における二つの計測点における前記変位の時間変化の波形を比較することにより
、前記評価値Ｑを算出する。
【００４２】
　より詳細に説明する。せん断弾性波は、生体組織内における反射や回折などによってノ
イズが重畳する場合がある。また、生体組織自体が動く場合もある。このような場合、前
記プッシュパルスによって発生したせん断弾性波が、その発生時の波形を維持したまま伝
搬しない場合がある。このようなせん断弾性波が前記検出用超音波パルスによって検出さ
れて前記伝搬速度が算出されると、生体組織の弾性を正確に反映した伝搬速度にならない
。そこで、前記評価値算出部４３は、生体組織を伝播する前記せん断弾性波の発生時の波
形が維持されている程度に基づいて、前記評価値Ｑを算出する。
【００４３】
　ここで、前記プッシュパルスによって発生したせん断弾性波が、その発生時の波形を維
持したまま伝搬しない場合、前記せん断弾性波による生体組織の変位の時間変化の波形を
、二つの計測点において比較すると、一致度が低下する。そこで、上述のように、前記評
価値算出部４３は、せん断弾性波の伝播方向における二つの計測点における前記変位の時
間変化の波形を比較することにより、前記評価値Ｑを算出する。
【００４４】
　具体的に説明する。図７には、被検体における二つの計測点Ａ，Ｂが示されている。前
記計測点Ａは、前記関心領域Ｒの輪郭線上に位置し、前記計測点Ｂは、前記関心領域Ｒ内
に位置する。前記計測点Ａ，Ｂは、プッシュパルスＰＰによって生じたせん断弾性波ＳＷ
の伝播方向ｄ（矢印の方向）に位置する。また、前記計測点Ａ，Ｂは、前記検出用超音波
パルスが送受信される音線上に位置する。
【００４５】
　例えば、図７に示す計測点Ａにおける前記せん断弾性波による生体組織の変位の時間変
化をプロットすることにより、図８に示すように、変位の時間変化の波形Ｗａが得られた
とする。また、前記図７に示す計測点Ｂにおける前記せん断弾性波による生体組織の変位
の時間変化をプロットすることにより、図９に示すように、変位の時間変化の波形Ｗｂが
得られたとする。
【００４６】
　前記評価値算出部４３は、前記波形Ｗａ及び前記波形Ｗｂに対して相互相関演算を行な
い、波形の一致度を算出する。前記評価値算出部４３は、一致度が最も高い部分の相関係
数に応じた評価値Ｑを算出する。得られた評価値Ｑは、前記計測点Ｂにおいて得られた伝
搬速度の評価値とされる。
【００４７】
　前記評価値Ｑは、例えば０～１００の範囲の数値である。前記評価値Ｑは、数値が大き
いほど、生体組織の弾性を正確に反映している度合が高い。相関係数が大きいほど、前記
評価値Ｑは大きくなる。一方、相関係数が小さいほど、前記評価値Ｑは小さくなる。例え
ば、前記波形Ｗｂが、図１０に示すようにばらついていると、前記波形Ｗａ及び前記波形
Ｗｂに対する相互相関演算の相関係数は小さくなり、前記評価値Ｑは小さくなる。
【００４８】
　前記評価値算出部４３は、このように異なる二つの計測点において、前記せん断弾性波
による生体組織の変位の時間変化の波形に対する相互相関演算を行ない、一方の計測点に
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ついて、相関係数に応じた評価値Ｑを算出する。そして、前記評価値算出部４３は、前記
関心領域Ｒ内の全ての計測点について、前記評価値Ｑを算出する。前記二つの計測点のう
ち、少なくともいずれか一方は、前記関心領域Ｒ内にあるものとする。
【００４９】
　さらに、このステップＳ４では、前記統計値算出部４４が、前記関心領域Ｒ内の伝搬速
度Ｖｓの統計値と前記評価値Ｑｓの統計値を算出する。ここで、図５のフローチャートに
おいて、ステップＳ１～Ｓ６のループ（ｌｏｏｐ）は、Ｎ回繰り返される。前記統計値算
出部４４は、このループにおけるＭ（Ｍ≦Ｎ）ループ目までに前記ステップＳ４で得られ
た前記関心領域Ｒ内の伝搬速度Ｖｓの統計値及び前記評価値Ｑの統計値を算出する。統計
値は、本例では平均値及び標準偏差である。前記関心領域Ｒ内の伝搬速度Ｖｓの平均値を
平均値ＶｓＡＶとし、前記評価値Ｑの平均値を平均値ＱＡＶとする。また、前記関心領域
Ｒ内の伝搬速度Ｖｓの標準偏差を標準偏差ＶｓＳＤとし、前記評価値Ｑの標準偏差を標準
偏差ＱＳＤとする。
【００５０】
　次に、ステップＳ５では、前記画像表示制御部５１は、図１１に示すように、前記関心
領域Ｒに弾性画像ＥＩが表示された合成画像ＣＩを前記表示部６に表示させる。また、前
記画像表示制御部５１は、前記合成画像ＣＩとともに、前記表示部６に表示された一覧表
Ｔに、前記ステップＳ４で得られた前記関心領域Ｒ内の伝搬速度Ｖｓ、前記評価値Ｑ、前
記平均値ＶｓＡＶ，ＱＡＶ、前記標準偏差ＶｓＳＤ，ＱＳＤを表示させる。この一覧表Ｔ
の最も左の欄には、フレーム番号Ｆも表示される。
【００５１】
　次に、ステップＳ６では、前記制御部８は、前記一覧表ＴにＮ個（Ｎフレーム分）の前
記伝搬速度Ｖｓ及び前記評価値Ｑが表示されたか否かを判定する。前記一覧表ＴにＮ個の
前記伝搬速度Ｖｓ及び前記評価値Ｑが表示されていないと判定された場合（ステップＳ６
において「ＮＯ」）、前記ステップＳ１の処理へ戻り、再度このステップＳ１からの処理
が行われる。この場合、再度前記ステップＳ４において前記伝搬速度Ｖｓ及び前記評価値
Ｑが得られると、ステップＳ５において、前記画像表示制御部５１は、図１２に示すよう
に、新たに得られた前記伝搬速度Ｖｓ及び前記評価値Ｑを前記一覧表Ｔに追加して表示さ
せ、この一覧表Ｔを更新する。また、前記画像表示制御部５１は、前記一覧表Ｔにおける
前記平均値ＶｓＡＶ，ＱＡＶ、前記標準偏差ＶｓＳＤ，ＱＳＤの表示を更新する。
【００５２】
　一方、ステップＳ６において、図１３に示すように、前記一覧表ＴにＮ個の前記伝搬速
度Ｖｓ及び前記評価値Ｑが表示されたと判定された場合（ステップＳ６において「ＮＯ」
）、処理を終了する。ここでは、Ｎ＝５である。従って、前記一覧表Ｔにおいて、前記被
検体の生体組織の同一の部分における５個の伝搬速度が表示される。また、前記一覧表Ｔ
にＮ個の前記伝搬速度Ｖｓ及び前記評価値Ｑが表示されたと判定されると、前記プッシュ
パルスの送信と前記検出用超音波パルスの送信とが停止される。
【００５３】
　以上説明した本例によれば、前記一覧表Ｔにおいて前記伝搬速度Ｖｓが算出される度に
、その伝搬速度Ｖｓが前記一覧表Ｔに追加されることによってこの一覧表Ｔの表示が更新
されるので、装置の使用者は現時点で、生体組織の同一部分における伝搬速度Ｖｓがいく
つ得られたかを知ることができるとともに、数値のばらつき度合いを知ることができる。
また、数値のばらつき度合いは、前記標準偏差ＶｓＳＤによっても知ることができる。さ
らに、複数の前記伝搬速度Ｖｓの平均値ＶｓＡＶが表示されるので、より正確な生体組織
の弾性を知ることができる。
【００５４】
　また、前記評価値Ｑが表示されるので、表示されている伝搬速度Ｖｓが、生体組織の弾
性をどれだけ正確に反映したものであるかを知ることができる。また、前記平均値ＱＡＶ

が表示されるので、複数の前記伝搬速度Ｖｓの全体の正確性を知ることができる。さらに
、前記標準偏差ＱＳＤが表示されることにより、前記評価値Ｑのばらつき度合いを知るこ
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とができる。
【００５５】
　次に、第一実施形態の変形例について説明する。先ず、第一変形例について説明する。
前記画像表示制御部５１は、前記評価値Ｑが閾値Ｑｔｈ以上であるか否かによって、図１
４に示すように、前記一覧表Ｔにおいて、異なる表示形態で前記伝搬速度Ｖｓ、前記評価
値Ｑ及び前記フレーム番号Ｆを表示させる。これにより、装置の使用者は、生体組織の弾
性を正確に反映していないおそれがある伝搬速度Ｖｓを容易に把握することができる。
【００５６】
　ここでは、前記閾値Ｑｔｈが７０未満であるものとする。伝搬速度Ｖｓ＝１．８である
フレーム番号Ｆ＝３においては、前記評価値Ｑ＝４０であるため、前記一覧表Ｔにおいて
、これらの数値が表示された行には、ドットが表示されている。ただし、このような表示
形態に限られるものではなく、例えば前記フレーム番号Ｆ＝３、前記伝搬速度Ｖｓ＝１．
８、前記評価値Ｑ＝４０の数値の各々が、前記一覧表Ｔにおける他の数値とは異なる色で
表示されてもよい。
【００５７】
　次に、第二変形例について説明する。前記画像表示制御部５１は、図１５に示すように
、前記一覧表Ｔにおいて、前記評価値Ｑが高い順に、前記伝搬速度Ｖｓ、前記評価値Ｑ及
び前記フレーム番号Ｆを並べて表示させる。ここでは、前記一覧表Ｔにおいて、上から前
記評価値Ｑが高い順序で、前記伝搬速度Ｖｓ、前記評価値Ｑ及び前記フレーム番号Ｆが表
示されている。前記画像表示制御部５１は、新たに得られた前記伝搬速度Ｖｓの前記評価
値Ｑを、すでに前記一覧表Ｔに表示されている前記伝搬速度Ｖｓの前記評価値Ｑと比較し
て、新たに得られた前記伝搬速度Ｖｓ及び前記評価値Ｑが表示される位置を決定し、これ
らを追加して表示させて前記一覧表Ｔを更新する。
【００５８】
　第二変形例によれば、評価値Ｑの大きさの順序で前記一覧表Ｔが表示されるので、装置
の使用者は、前記一覧表Ｔを見ることにより、どれくらいの数の前記伝搬速度Ｖｓが、ど
の程度の正確性で取得できているかを容易に把握することができる。
【００５９】
　第一実施形態において、前記一覧表ＴにＮ個の前記伝搬速度Ｖｓ及び前記評価値Ｑが表
示されても、処理が終了とならなくてもよい。例えば、第二変形例のような表示形態で前
記一覧表Ｔが表示される場合、装置の使用者が、所要の評価値Ｑ以上の前記伝搬速度Ｖｓ
が、所要の数だけ得られたと判断した場合に、装置の使用者が前記操作部７において処理
を終了する入力を行なってもよい。
【００６０】
　次に、第三変形例について説明する。図１６に示すように、前記一覧表Ｔにおいて、前
記閾値Ｑｔｈ未満の伝搬速度Ｖｓが表示された行を、前記表示部６に表示されたカーソル
Ｃによって、装置の使用者が前記操作部７を用いて指示する入力を行なってもよい。この
入力があると、前記画像表示制御部５１は、前記一覧表Ｔにおいて、前記カーソルＣによ
って指示された行における前記伝搬速度Ｖｓ、前記評価値Ｑ及び前記フレーム番号Ｆの表
示を、図１７に示すように削除する。また、前記画像表示制御部５１は、削除された行よ
りも下の行を順次繰り上げて表示する。
【００６１】
　前記画像表示制御部５１は、前記カーソルＣによって指示する入力が行われると、前記
一覧表Ｔにおいて、前記カーソルＣによって指示された行における前記伝搬速度Ｖｓ、前
記評価値Ｑ及び前記フレーム番号Ｆを、他の行における前記伝搬速度Ｖｓ、前記評価値Ｑ
及び前記フレーム番号Ｆとは異なる色で表示するなど、異なる表示形態で表示させてもよ
い。
【００６２】
　また、前記画像表示制御部５１は、前記カーソルＣによって指示する入力が行われると
、前記一覧表Ｔにおいて前記カーソルＣによって指示された行に表示された前記伝搬速度
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Ｖｓ、前記評価値Ｑ及び前記フレーム番号Ｆを、予め定められた異なる位置の行に表示さ
せてもよい。例えば、前記画像表示制御部５１は、前記カーソルによって指示された行に
表示された前記伝搬速度Ｖｓ、前記評価値Ｑ及び前記フレーム番号Ｆを、前記一覧表Ｔに
表示された前記伝搬速度Ｖｓ、前記評価値Ｑ及び前記フレーム番号Ｆの中で最も下の行に
表示させてもよい。
【００６３】
　また、前記統計値算出部４４は、表示が削除された前記伝搬速度Ｖｓ及び前記評価値Ｑ
を除いて、新たな平均値ＶｓＡＶ，ＱＡＶ及び標準偏差ＶｓＳＤ，ＱＳＤを算出する。そ
して、前記画像表示制御部５１は、これら新たな平均値ＶｓＡＶ，ＱＡＶ及び標準偏差Ｖ
ｓＳＤ，ＱＳＤを表示する。
【００６４】
　第三変形例によれば、装置の使用者によって、前記一覧表Ｔに表示された伝搬速度Ｖｓ
を削除することができるので、前記一覧表Ｔにおいて、生体組織の弾性を正確に反映した
伝搬速度Ｖｓのみを表示させることができる。また、前記一覧表Ｔにおいて、削除された
伝搬速度Ｖｓを除いた平均値ＶｓＡＶが新たに表示されるので、装置の使用者は、より正
確な数値を知ることができる。
【００６５】
（第二実施形態）
　次に、第二実施形態について説明する。以下、前記第一実施形態と異なる点について説
明する。
【００６６】
　本例では、前記画像表示制御部５１は、前記評価値Ｑが前記閾値Ｑｔｈ以上である伝搬
速度Ｖｓを前記一覧表Ｔに表示させる。そして、前記一覧表Ｔに、Ｎ個の伝搬速度Ｖｓが
表示されるまで、前記プッシュパルスと前記検出用超音波パルスが送信され、前記伝搬速
度Ｖｓが算出される。
【００６７】
　図１８のフローチャートに基づいて、第二実施形態の超音波診断装置１の作用について
具体的に説明する。ステップＳ１１～Ｓ１４については、前記第一実施形態における前記
ステップＳ１～Ｓ４と同一の処理である。次に、ステップＳ１５では、前記画像表示制御
部５１は、前記ステップＳ１４で得られた前記評価値Ｑが前記閾値Ｑｔｈ以上であるか否
かを判定する。前記評価値Ｑが前記閾値Ｑｔｈ未満である場合（前記ステップＳ１５にお
いて「ＮＯ」）、前記ステップＳ１１の処理へ戻る。一方、前記評価値Ｑが前記閾値Ｑｔ
ｈ以上である場合（前記ステップＳ１５において「ＹＥＳ」）、ステップＳ１６の処理へ
移行する。
【００６８】
　ステップＳ１６では、前記第一実施形態における前記ステップＳ５と同様に、前記画像
表示制御部５１が、前記合成画像ＣＩを前記表示部６に表示させ、前記一覧表Ｔに、前記
ステップＳ１４で得られた前記伝搬速度Ｖｓ、前記評価値Ｑ、前記平均値ＶｓＡＶ，ＱＡ

Ｖ、前記標準偏差ＶｓＳＤ，ＱＳＤ、フレーム番号Ｆを表示させる。
【００６９】
　次に、ステップＳ１７では、前記第一実施形態における前記ステップＳ６と同様に、前
記制御部８は、前記一覧表ＴにＮ個（Ｎフレーム）の前記伝搬速度Ｖｓ及び前記評価値Ｑ
が表示されたか否かを判定する。これにより、図１９に示すように、前記評価値Ｑが前記
閾値Ｑｔｈ以上であるＮ個（ここでは、Ｎ＝５）の前記伝搬速度Ｖｓが表示されると、前
記プッシュパルスの送信と前記検出用超音波パルスの送信とが停止され、処理が終了する
。
【００７０】
　本例によれば、前記評価値Ｑが前記閾値Ｑｔｈ以上であるＮ個の前記伝搬速度Ｖｓが表
示されるまで、前記一覧表Ｔの表示が更新されるので、装置の使用者が煩雑な操作をする
ことなく、生体組織の弾性をできるだけ正確に反映したＮ個の前記伝搬速度Ｖｓを表示さ
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せることができる。これにより、装置の使用者は、より正確な弾性を容易に知ることがで
きる。
【００７１】
　本例においても、前記画像表示制御部５１は、前記第一実施形態の第二変形例と同様に
、前記一覧表Ｔにおいて、前記評価値Ｑが高い順に、前記伝搬速度Ｖｓ、前記評価値Ｑ及
び前記フレーム番号Ｆを並べて表示させてもよい。
【００７２】
（第三実施形態）
　次に、第三実施形態について説明する。以下、前記第一、第二実施形態と異なる点につ
いて説明する。
【００７３】
　本例では、前記画像表示制御部５１は、前記計測値算出部４２によって得られた前記関
心領域Ｒ内の前記伝搬速度Ｖｓのうち、前記評価値Ｑが高い方から数えてＮ個の前記伝搬
速度Ｖｓを表示させる。
【００７４】
　図２０のフローチャートに基づいて、第三実施形態の超音波診断装置１の作用について
具体的に説明する。ステップＳ２１～Ｓ２４については、前記ステップＳ１～Ｓ４及び前
記ステップＳ１１～Ｓ１４と同一の処理である。次に、ステップＳ２５では、前記画像表
示制御部５１は、前記一覧表Ｔに、Ｎ個の前記伝搬速度Ｖｓ、前記評価値Ｑ及び前記フレ
ーム番号Ｆが表示されているか否かを判定する。「Ｎ」は、前記一覧表Ｔに表示される前
記伝搬速度Ｖｓ、前記評価値Ｑ及び前記フレーム番号Ｆの各々の最大の数である。例えば
、上記各実施形態と同様に、Ｎ＝５である。
【００７５】
　Ｎ個の前記伝搬速度Ｖｓ、前記評価値Ｑ及び前記フレーム番号Ｆが表示されていないと
判定された場合（ステップＳ２５において「ＮＯ」）、ステップＳ２７の処理へ移行する
。このステップＳ２７では、前記ステップＳ５，Ｓ１６と同様に、前記合成画像ＣＩ及び
前記ステップＳ２４で得られた前記伝搬速度Ｖｓ、前記評価値Ｑ、前記平均値ＶｓＡＶ，
ＱＡＶ、前記標準偏差ＶｓＳＤ，ＱＳＤ、フレーム番号Ｆが表示される。
【００７６】
　一方、前記ステップＳ２５において、Ｎ個の前記伝搬速度Ｖｓ、前記評価値Ｑ及び前記
フレーム番号Ｆが表示されていると判定された場合（ステップＳ２５において「ＹＥＳ」
）、ステップＳ２６の処理へ移行する。ステップＳ２６では、前記画像表示制御部５１は
、前記ステップＳ２４で得られた前記評価値Ｑと、前記一覧表Ｔに表示された最小の評価
値Ｑｍｉｎとを比較し、Ｑ＞Ｑｍｉｎであるか否かを判定する。
【００７７】
　ここで、前記ステップＳ２４で得られた前記評価値Ｑは、本発明における第一の計測値
の評価値の実施の形態の一例である。また、前記最小の評価値Ｑｍｉｎは、本発明におけ
る第二の計測値の評価値の実施の形態の一例である。
【００７８】
　前記ステップＳ２６において、Ｑ＞Ｑｍｉｎであると判定された場合（ステップＳ２６
において「ＹＥＳ」）、前記ステップＳ２７の処理へ移行する。前記ステップＳ２６から
前記ステップＳ２７へ移行した場合、前記画像表示制御部５１は、前記一覧表Ｔに表示さ
れている最小の評価値Ｑｍｉｎ及びこれに対応する伝搬速度Ｖｓ及びフレーム番号Ｆに代
えて、前記ステップＳ２４で得られた前記評価値Ｑ及びこれに対応する伝搬速度Ｖｓ及び
フレーム番号Ｆを前記一覧表Ｔに表示させることにより、この一覧表Ｔを更新する。これ
により、前記評価値Ｑが高い方から数えてＮ個（本例では５個）の前記伝搬速度Ｖｓが表
示された状態となる。また、前記画像表示制御部５１は、前記一覧表Ｔにおける前記平均
値ＶｓＡＶ，ＱＡＶ及び前記標準偏差ＶｓＳＤ，ＱＳＤの表示を更新する。
【００７９】
　一方、前記ステップＳ２６において、Ｑ＞Ｑｍｉｎではないと判定された場合（ステッ
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プＳ２６において「ＮＯ」）、ステップＳ２８の処理へ移行する。また、前記ステップＳ
２７において、前記伝搬速度Ｖｓ、前記評価値Ｑ、前記平均値ＶｓＡＶ，ＱＡＶ、前記標
準偏差ＶｓＳＤ，ＱＳＤ、フレーム番号Ｆが表示されると、前記ステップＳ２８の処理へ
移行する。
【００８０】
　前記ステップＳ２８では、処理を終了するか否かが判定される。例えば、前記制御部８
は、前記操作部７において処理を終了する入力があった場合、処理を終了すると判定する
（ステップＳ２８において「ＹＥＳ」）。一方、前記制御部８は、前記操作部７において
処理を終了する入力がない場合、処理を終了しないと判定する（ステップＳ２８において
「ＮＯ」）。この場合、前記ステップＳ２１の処理へ戻る。
【００８１】
　本例によれば、前記評価値Ｑが高い方から数えてＮ番目までの伝搬速度Ｖｓを前記一覧
表Ｔに表示させることができるので、装置の使用者は、より正確な生体組織の弾性を知る
ことができる。
【００８２】
　本例においても、前記画像表示制御部５１は、前記第一実施形態の第二変形例と同様に
、前記一覧表Ｔにおいて、前記評価値Ｑが高い順に、前記伝搬速度Ｖｓ、前記評価値Ｑ及
び前記フレーム番号Ｆを並べて表示させてもよい。
【００８３】
　以上、本発明を前記実施形態によって説明したが、本発明はその主旨を変更しない範囲
で種々変更実施可能なことはもちろんである。例えば、前記ステップＳ４，Ｓ１４，Ｓ２
４において、前記計測値算出部４２は、前記弾性値を算出してもよい。この場合、前記画
像表示制御部５１は、前記伝搬速度に代えて又は前記伝搬速度とともに、前記弾性値を前
記一覧表Ｔに表示させてもよい。
【００８４】
　また、図２１に示すように、前記関心領域Ｒ内における一部の領域ｒｐ内の計測点につ
いての伝搬速度が算出され、その平均値を前記伝搬速度Ｖｓとしてもよい。例えば、装置
の使用者が、前記操作部７によって前記領域ｒｐを設定する入力を行なうことにより、前
記領域設定部５２が前記領域ｒｐを設定してもよい。
【００８５】
　さらに、二次元の弾性画像ＥＩが表示されずに、図２２に示すように、関心部分Ｐにつ
いての弾性に関する計測値（伝搬速度、弾性値）が算出され、前記一覧表Ｔに表示されて
もよい。
【００８６】
　また、上述した前記評価値Ｑの算出手法は一例である。前記評価値算出部４３は、生体
組織を伝播する前記せん断弾性波の発生時の波形が維持されている程度を、他の手法によ
って算出し、前記評価値Ｑを算出してもよい。例えば、前記評価値算出部４３は、前記計
測点における前記せん断弾性波による生体組織の変位の時間変化の波形のＳ／Ｎに基づい
て、その計測点における前記評価値Ｑを算出してもよい。この場合、例えば、Ｓ／Ｎが悪
いほど、前記評価値Ｑが低くなる。
【００８７】
　また、前記計測点における変位の時間変化の波形におけるピーク（ｐｅａｋ）の数に基
づいて前記評価値Ｑを算出してもよい。この場合、前記図１０に示すように前記計測点に
おける変位の時間変化の波形におけるピークの数が多くなるほど、前記評価値Ｑが低くな
る。
【符号の説明】
【００８８】
　　１　超音波診断装置
　　３　送受信ビームフォーマ
　　６　表示部
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　　７　操作部
　　８　制御部
　　４２　計測値算出部
　　４３　評価値算出部
　　４４　統計値算出部
　　５１　画像表示制御部
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【図２】

【図３】
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